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　「立岩陽一郎って馬鹿なの？　国連の登録名が「北朝鮮」「南朝鮮」」

　最近、ツイッターで批判されることの多い私ですが、これはそのひとつです。このツイー

トは、私が日刊ゲンダイに連載している「ファクトチェック・ニッポン」で、「北朝鮮」と

いう呼称を使うことを止めるべき、と書いたことに対する意見かと思われます。

　この記事で私は次の点を指摘しました。

　北朝鮮とは朝鮮民主主義人民共和国を略したものとして使われていること。その国の人々

は、この北朝鮮という呼称を好ましく思っていないこと。通常、正式名称を略する場合、

「北」といった新たな言葉を加えることはないこと。また、北朝鮮という国名は、かつての

西ドイツと東ドイツのように、南朝鮮という国名があって初めて意味をなすこと。そして、

日本では南朝鮮とは言わず、韓国と言っていること。

　そのうえで、略するなら「朝鮮」が妥当である、と書きました。

　時あたかも、安倍総理が日朝交渉に前向きな姿勢を示した時でしたから、「安倍総理は日

本テレビの取材に、無条件で日朝交渉に応じる考えだと語ったそうだ。では、ひとつアドバ

イスしたい。まず、北朝鮮との呼称をやめるべきだ。そうした小さな取り組みもできないよ

うでは、相手側に対話の機運は生まれない」と指摘しました。

　前記のツイートをされた方は、その内容が気に入らなかったのでしょう。もちろん、私の

意見を批判するのは自由ですし、批判は歓迎します。しかし、「国連の登録名が「北朝鮮」

「南朝鮮」」というのは事実ではありません。

　これは、国連のウエブサイトを確認すればすぐにわかることです。国連の加盟国のところ

には、「Democratic People’s Republic of Korea」と書かれています。これが登録名で

す。

ちなみに、自由奔放な発言で知られるアメリカのトランプ大統領は時折、ＤＰＲＫを使いま

す。これが正しい略だからです。もちろん、North Koreaとも言いますが、これは西ドイ

ツ、東ドイツのケースと同じで、英語では、普通に朝鮮半島の南北を、South Korea と

North Korea と言い分けているので、自然なことです。

　ツイートの話に戻りましょう。

　私は、「国連の登録名は「北朝鮮」」と書いた方に、「国連のホームページを確認してく

ださい。登録名は「北朝鮮」ではありませんよ」と書いて送りました。さらに、「会って話

しませんか？」とも送りました。もちろん、どこに住んでいる方か全くわかりません。

　今後その方から返事が来るかどうかはわかりませんが、どういう意図で簡単にわかる嘘を

流すのか知りたいところです。

　さて、今私たちが住む社会は情報が氾濫する社会と言われます。「氾濫」という言葉が意

味するように、それは好意的な受け止めではありません。そこには、多くの情報が飛び交う

ということ以上に、前記のように情報の中に真偽不明なもの、事実と異なるものが含まれて



いるという問題があるからです。

　その典型的なケースが、「フェイクニュース」と呼ばれる虚偽の情報です。

　フェイクニュースとは虚偽の情報を意図的に流す行為ですが、単に誤解に基づくものや事

実誤認による間違った情報もあるでしょう。冒頭の、「国連の登録名は「北朝鮮」「南朝

鮮」」はこれに該当するかもしれません。加えて、一つひとつの情報は事実ではあるもの

の、その組み合わせを意図的に変えることで事実と異なる内容を伝えるミスリードなものも

あります。当然、半分は事実ですが、半分は事実ではないというものもあるでしょう。

　いろいろな情報が錯綜していて、何が正しくて何が間違いなのか判然としない社会。それ

を我々は「情報が氾濫する社会」と見て、危機感を抱いているわけです。

　こうしたなかで、注目を集めているのがファクトチェックです。事実を確認する取り組み

です。

　世界の多くの国や地域で活発におこなわれるようになっています。それは難しい作業では

ありません。この本はそれを説明するものです。

　例えば、悪質なフェイクニュースを法律で規制する動きもあります。社会に混乱を招き、

人々を不幸にするような虚偽の情報を流す人を法律によって罰するというものです。それは

一定の成果は得られるでしょうが、同時に、極めて強い副作用を社会にもたらします。規制

の範囲は自然と広がってしまい、憲法の保障する表現の自由が不当に制限される事態を招く

恐れがあるからです。

「これを言ったらフェイクニュースだろうか？　逮捕されてしまわないだろうか？」

　そう思って疑心暗鬼になるような社会は健全とは言えません。できれば、法規制ではな

く、人々がその都度、事実関係を確認していくことが望ましいと思います。そうすれば、フ

ェイクニュースは発されても、少なくとも拡散を防止することは可能です。

　つまり、フェイクニュースや事実誤認の情報が発信された時、それを規制するのではな

く、私たちが自ら事実関係を確認して、間違いだとわかればそれを指摘するのです。

「国連の登録名は「北朝鮮」」かどうか、国連のウエブサイトを確認すればすぐにわかるこ

とです。そうした作業を常におこなって、指摘するのです。

　繰り返しになりますが、それは難しい作業ではありません。

　この本の狙いは、皆さんにファクトチェックを知ってもらい、それに取り組んでもらうこ

とにあります。

　さぁ、皆さん、一緒にファクトチェックに取り組みましょう。

2019年5月18日　　　立岩陽一郎


